
ご案内

和歌山県修学奨励金（奨学金）奨学生の皆さんへ

この案内は、前年度に和歌山県修学奨励金（奨学金）の貸与決定を受けている方で、
最初の貸与決定から令和５年度も標準修業年限以内に当たる方に配布しています。
中身をよく確認し、期限内に所定の手続きを行ってください。

奨学金の貸与を継続して申請する場合・・・１～４頁

奨学金の貸与を辞退する場合・・・・・・・５～６頁

令和5年度

いずれかの手続き
をしてください。

和歌山県教育庁生涯学習局生涯学習課

提出期限：令和5年４月２５日（火）

※注意
和歌山県修学奨励金（奨学金）は、修学の奨励と教育の機会均等を図り、もって有為な人材
の育成に資することを目的としています。継続申請をしても、教育長が修学状況にない（休学
等の正規の手続きを経ずに出席（出校）日数が皆無又は極めて少ない等）と判断した場合や、
以下の貸与対象者の要件を満たしていない場合、継続して貸与を受けることはできません。

《貸与対象者》
（１）高等学校等に在学していること。
（２）本人の生計を主として維持する者が、和歌山県内に住所を有していること。
（３）世帯全員の年間収入額（税込）が、和歌山県修学奨励金貸与条例施行規則に

規定する貸与基準額以下であること。
（４）独立行政法人日本学生支援機構の学資貸与金、母子父子寡婦福祉資金の修学資

金、和歌山県高等学校定時制及び通信制課程修学奨励金並びに生活福祉資金貸
付金の教育支援費（いずれも月額貸与）の貸与を受けていないこと。



奨学金の貸与を継続して申請する場合
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◎令和５年４月1日以降に申請してください。

① 貸与継続申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・記入例２（５～６頁）参照

② 住民票（原本）（原則マイナンバーなし）

本人及び本人と生計を同一にする世帯全員のもの

※「世帯全員」という記載があり、続柄等が省略されておらず、申請日の３か月以内に発行された

もの

※③収入（所得）を証明するものでマイナンバーを確認できる書類を提出し、添付書類として住民

票を

使用する場合のみマイナンバーを記載してください。

③ 収入（所得）を証明するもの

本人及び本人と生計を同一にする世帯全員のもの
（本人を含め就学者〔小学校就学前の者も含む〕については提出不要です）
詳細については２頁を参照してください。

④ 提出書類等チェック表

提出書類に誤りがないか、チェック表に沿って確認してください。

⑤ 障害者手帳等(障害年金の場合は、受給のわかる年金証書)の写し 《障害のある人がいる場合》

⑥ 賃貸契約書の写し 《家賃を支払っている方がいる場合》

賃貸契約書等で家賃（共益費や駐車場代等を除く）の支払金額、契約者、
建物の所在地、契約期間（令和４年１月～１２月分）等が確認できるもの
（領収書や預金通帳のコピーは不可）を添付してください。

なお、住宅ローンの支払いは対象となりません。

⑦ 在学証明書
県外の学校（奈良県立十津川高校・智辯学園高校・近畿大学工業高等専門学校を除く）
に在学する場合

前年度に引き続き令和５年度も奨学金の貸与を希望する方は、
下記①～⑦の書類（⑤･⑥･⑦は該当者のみ）を提出してください。

提出書類
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③ 収入（所得）を証明するもの

※「収入（所得）を証明するもの」とは、源泉徴収票や確定申告書等公的書類の提出か
マイナンバーを確認できる書類の提出のどちらかを選択できます。

＜公的書類の提出＞

を基本的に指します（いずれも令和４年分のもの）。
上記書類がない方（所得のない方等）若しくは上記書類が不十分な方は、

のいずれかを用意してください。

また、老齢年金受給者の場合は、公的年金等の源泉徴収票（原本）、確定申告書（控）の写し、

市町村発行の所得証明書（原本）のいずれかです。
ただし、今年、高等学校等を卒業したため、収入（所得）を証明するものの発行が困難な
非就学者が同一生計の世帯にいる場合は、高等学校等の卒業証明書（原本）を提出してください。

なお、障害年金、遺族年金、児童扶養手当等の非課税の収入については、書類の提出は不要です。

＜マイナンバーを確認できる書類＞

番号確認書類に通知カードは原則使用できません。
ただし、通知カードの記載事項（氏名、住所、生年月日、性別、個人番号）に変更がない場合等
使用できる場合もあります。
詳細は教育委員会生涯学習課までお問い合わせください。

１）給与所得者：源泉徴収票（原本）
…中途就・退職欄に日付の記載がないもの。手書きの場合、支払者の押印が必要。

２）給与所得者以外 ： 確定申告書（控）の写し
…電子申告の場合、受付番号の印字が必要。手書き申告の場合、税務署等の受付印が必要。

１）市町村発行の所得(課税)証明書（原本）･･･所得金額が数字で記載されている最新のもの
２）収入年額が記載されている市町村発行の非課税証明書（原本）･･･最新のもの

１）同意書兼個人番号カード（写）等貼付台紙・・・・・・・・・・記入例１（３頁）参照
２）番号確認書類の写し
…マイナンバーカード、マイナンバーが記載された住民票

３）本人（実存）確認書類の写し
…運転免許証等（記入例１（４頁）にて確認してください。）
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記入例１（同意書兼個人番号カード（写）等貼付台紙

〇同意者それぞれが自署して
ください。
〇各同意者が同じ住所であっ
ても記入してください。
（『同上』等省略不可）
〇住所は令和４年１月１日時
点の住所を記入してください。
（令和４年１月１日以降引っ
越ししている場合は
ご注意ください。）

令和５年４月１日～２５日の
日付を記入してください。



裏面の各確認書類は以下のとおりとなります。

マイナンバー提出を同意する者全員の書類を貼付してください（住民票の写しを除く）。

以下の例に記載されていない書類で確認書類として使用したい場合は生涯学習課へ

お問い合わせください。

※１　番号確認書類として住民票の写し（個人番号記載あり）を提出する場合は

　　　同意書兼個人番号カード（写）等貼付台紙に貼り付けずそのまま提出してください。

※２　通知カードは記載されている内容（氏名、住所、生年月日、性別、個人番号等）が

　　　住民票と相違ない場合に限り使用できます。

※３　本人（実存）確認書類について、例の書類を提出できない場合、

　　　下記の書類を２点提出することで代わりとすることができます。

　　　〇公的医療保険の被保険者証　　〇年金手帳

　　　〇児童扶養手当証書　　〇特別児童扶養手当証書

番号確認書類 本人（実存）確認書類

以下の書類から１点提出してください。 以下の書類から１点提出してください。※３

マイナンバーカード（裏面） マイナンバーカード（表面）

住民票の写し（個人番号記載あり）※１運転免許証

通知カード※２ パスポート

身体障害者手帳

特別永住者証明書
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精神障害者保健福祉手帳

療育手帳

在留カード

記入例１（同意書兼個人番号カード（写）等貼付台紙（裏））

複数枚書類があり枠に貼り付けられな
い場合は例のようにずらして貼りつけ
てください。
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控除対象配偶

6 ００

者の有無等

０

千内

老

人

令和

和歌山県和歌山市
小松原通１－１

4 給与所得の源泉徴収票年分
（受給番号）

ｼｭｳｶﾞｸ

 　修学　花子

氏

　

　

名

住

所

又

は

居

所

種　　　別

千 円 内

給与・賞与

を受け

る者

ﾊﾅｺ

支　払　金　額 給与所得控除後の金額

（役職名）

源　泉　徴　収　税　額

支払

０ ０

内

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

円 内 千 円

配偶者特別

控除の額

所得控除の額の合計額

千 円

特別

非居住者

である

親族の数

16歳未満

扶養親族

の数

控除対象扶養親族の数

（配偶者を除く。）

その他老人特定

障害者の数

（本人を除く。）
その他

の確定申告書B

○○販売

職業

⑦から⑨までの計

雑

⑩

⑨

公的年金等

業　 　　務

そ　の　他

 年分の

0

⑧

所得税及び

復興特別所得税

国出

5

88住所

和歌山市小松原通１－１又　は

事業所

事務所

居所など

-6〒

紀北

5

日

4 0

年 3 月 1

5

3 〇 〇

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名

月日

ｼ ｭ ｳ ｶ ﾞ ｸ

〇

修学　太郎

ﾛ ｳ

印

世帯主との続柄

生年 自宅・勤務先・携帯

本人修学 太郎

〇

世帯主の氏名

ﾀ

屋号・雅号

〇

○○屋

〇．

特農の

 電話番号

 電話番号

展示
修正

073-441-3728
．

特農 番　号青色

令和　年
１ 月 1 日
の　住　所

　同　上

損失分類種類

営　業　等 ㋐ 7 0 0 00 0

農　　　　業 ㋑

不　　　動　　　産 ㋒

事

業

㋓

配　　　　　　　当 ㋔

利　　　　　　　子

給　　　　　　　与 ㋕

雑

公的年金等

業　 　　務

㋖

㋗

そ　の　他 ㋘
総

合

譲

渡

短　　　　期 ㋙

長　　　　期 ㋚

収

入

金

額

等

一　　　　　　　時 ㋛

事

業

営　業　等 ① 4 0 0 0 0 0 0

農　　　　業 ②

不　　　動　　　産 ③

利　　　　　　　子 ④

配　　　　　　　当 ⑤

給　　　　　　　与 ⑥

⑦

合　　　　　　　計 ⑫

総合譲渡・一時
㋙＋｛（㋚＋㋛）×1/2｝ ⑪

令和

税務署長

4

所

得

金

額

等

（単位は円）

控

税務署印

太郎

（１）　所　　得 （２）控　　除

（３）課税標準額
円

円

円

課税総所得金額 ０

令和 ４ 年度　市県民税　課税所得証明書

円

円

人 人

扶養障害

控除

障

害

円

人 人 人 人

本人該当

老年者

寡婦（夫）

勤労学生

特

別

そ

の

他

内

別

居

円

特

別

配偶者障害

控除

配偶者

控除

そ

の

他

扶養控除

老

人

控除額合計 ４５０，０００

社会保険料
内

別

居

１２０，０００ 一

般
円

老

人

内

別

居

人

普

通

特

定

円

基礎 ３３０，０００

（以下余白）

円

円

令和３年分合計所得 １５０，０００

給与収入額 ６００，０００

（以下余白）

給与所得 １５０，０００

公的年金等収入額

納税義務者
住所

氏名

　和歌山市小松原通１－１

　修学　ま りな 平成〇〇年〇月〇日生年

月日

注)１ 「給与所得」と「給与所得以外」の収入のある人は、それぞれの収入年額を
記入してください。（例 兼業農家等）

２ 同一人で２種類以上「給与所得」がある場合は、それぞれの「支払金額」又は
「給与収入額」を合計した額を記入してください。

３ 同一人で２種類以上の「給与所得以外」の所得がある場合は、合計した

所得金額を《収入年額計算表》にあてはめて計算した金額と、確定申告

書に記載の当該所得の収入金額等の合計した額とを比較し、小さい方の

額を御記入ください。

４ 「給与所得以外」の金額を《収入年額計算表》にあてはめて算出した金額がマイナ
スになる場合は、収入年額は「０」とみなしてください。

５ 老齢年金受給分は支払金額（収入金額・受給額）をそのまま記入してください。
《収入年額計算表》にあてはめて計算する必要はありません。

※「自由業」には「給与所得」に該当する者は含みません。

※同一人で２種類以上の所得があるときは、すべて記入してください。

《収入年額計算表》

収入年額計算式（税込）

～ 976,799 円 所得金額＋550,000円

976,800 円 ～ 1,079,999 円 （所得金額-100,000円）÷0.6

1,080,000 円 ～ 2,339,999 円 （所得金額＋80,000円）÷0.7

2,340,000 円 ～ 4,739,999 円 （所得金額＋440,000円）÷0.8

4,740,000 円 ～ 7,799,999 円 （所得金額＋1,100,000円）÷0.9

注）１　上記計算式に基づき計算した後の金額が、収入金額以上の場合は、収入

　　　　金額を収入年額とします。
　　２　１円未満の端数がある場合は、その端数を切り捨ててください。

確定申告書等の所得金額

○申請者本人の氏名・住所等は申請者本人が自署・押印すること。
自宅外通学等で住所が住民票の住所と異なる場合は、下宿先と自宅
の２つの住所を二段書きで記入してください。

※住所の二段書きの記入例 （自宅外から通学している場合のみ）

○連帯保証人
前回申請時と同じ人（親権者・後見人）が住所・氏名等を必ず
自署・押印してください（「同上」という記入は不可です）。

「同一生計の家族」欄
○「就学者を除く家族」は本人と生計を一にする家族のうち、本人及
び就学者を除く者全員を記入してください。

※「就学者」とは、小・中・高校、高専、短大、大学、大学院、特別
支援学校、専修学校（高等課程・専門課程）に在学する者です。

（注）乳幼児、専修学校の一般課程及び各種学校（予備校）など上記以外
の学校に在学している者は「就学者を除く家族」欄に記入してくだ
さい。

○「年齢」は申請日現在で記入してください。

給与所得者
（源泉徴収票の場合）

※所得証明書の様式は、
各市町村により異なります。

○令和５年４月１日～２５日の
日付を記入してください。

方書（寮・アパート名）
まで必ず記入してくだ
さい。

給与所得者

（市町村発行の所得証明書の場合）

給与所得者以外の者

（確定申告書の写しの場合）

○在校している高等学校等で押印してもらってください。

◎ペン又はボールペンを使用してください。（消しゴム等で消えるものは不可）
◎訂正する場合は、二重線を引き、記入者の印鑑にて訂正印を押してください。

修正液等は使用しないでください。
記入例２（貸与継続申請書）

所得の種類 内　　　　　容 主　な　職　業

給　与

官公庁、民間の会社、商店、病院、学

校等に勤め、主として事務的、技術的

又は管理的な仕事に従事している者

事務員、教員、工員、技師、警察官、運転

手、販売員等

商・工業

個人経営

商品の製造、加工、販売、サービスを

提供する事業主

商店、工場経営、保険代理店、大工、

理髪店、アパート経営、個人タクシー等

農・林

水産業

農業・林業・水産業に主として従事し、

所得の大半を得ている者

農業、果樹、園芸、畜産、漁業、水産養殖

業等

自由業
専門の技能、知識を内容とする仕事に

従事する者

弁護士、公認会計士、税理士、画家、

開業医、保険等外交員、生花、ﾋﾟｱﾉ教師等

その他 上記以外の者 職業スポーツ家、芸能人、内職者等

無　職 職業のない者
失業者、年金・恩給・生活扶助受給者、家

事手伝い等

○奨学金の貸与を継続して受けようとする期間
１年以内で記入してください。

自　宅　　　・　　　自宅外
TEL       ○○○　-　○○○○　-　○○○○

住所
（〒　○○○　-　○○○○　）

通学区分

○○県○○市○○町○番地○○寮（下宿先）

（〒　６４０　　-　８５８５）

和歌山市小松原通一丁目１番地（自宅）

○「所得の種類」は次の区分に応じて記入してください。

○収入年額
「就学者を除く家族」全員の令和４年１月～１２月の年間の収入金額を下の表に
従い記入してください(※市町村発行の所得証明書については、令和３年１月～１
２月)。

○親権者各位（又は後見人）が自
署・押印してください。

○奨学金の貸与を受けていた期間
これまで貸与を受けていた期間を記入してください。わからない場合は学校の奨学金
担当の先生に（奈良県立十津川高校・智辯学園高校・近畿大学工業高等専門学校以外の
県外校に在籍されている方は、生涯学習課に）問い合わせてください。

給与所得 給与所得以外（老齢年金は下の注5参照）

源泉徴収票「支払金額」又は市町村
発行の所得証明書の「給与収入額」

確定申告書（控）の「所得金額」又は市町村発行の所得証明書の

「所得金額」を６頁右下の《収入年額計算表》の内の該当する「収
入年額計算式」にあてはめて計算した金額
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４月２５日

６月下旬～

７月下旬

７月上旬～

８月中旬

申請から貸与まで

貸与継続決定通知

請求書提出
（提出期限等については、
貸与継続決定の通知時に

お知らせします）

登録されている奨学生本人
の口座に奨学金を振り込み
ます。

貸与打切り通知

貸与要件を満たしていない

申請書類提出期限

申請書類の審査（和歌山県教育庁生涯学習課）

前回の申請時と同様に、貸与要件を審査します。

貸与要件を満たしている

７月中旬
～8月下旬、
１１月末日、
３月末日

令和５年３月をもって貸
与打切り（貸与終了）となり
ます。

貸与打切り者には冊子
『奨学金返還のしおり』をお
渡ししますので、冊子の記
載事項に従い、奨学金の
返還に係る手続きを進め
ていただくことになります。

●貸与継続決定通知以降の時期は予定です。
●提出書類に不備がある場合等、振込が上記の予定より遅くなることがあります。

※奨学生が以下に該当することになった際は、その都度必ず届け出てください。

住所・氏名を変更する、転学・休学・停学・退学する、奨学金を辞退する
連帯保証人を変更する、連帯保証人の住所を変更する、
他の奨学金の貸与を受ける



奨学金の貸与を辞退する場合
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① 辞退届・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・記入例３（９頁）参照
・辞退年月日は令和５年４月１日としてください。

② 奨学金借用証書・返還誓約書（記入例４（１０頁）参照）

・連帯保証人は貸与申請時と同じ人にしてください。連帯保証人を変更する
場合は、「連帯保証人変更届」を併せて提出してください（「連帯保証人
変更届」は『奨学金返還のしおり』１９，２０頁参照）。

・借用金額欄は訂正できませんので、金額を誤って記入した場合は再度書
類を作成してください。その他の箇所の訂正は、二重線を引いて訂正印を
押し、空いたところに正しく記入してください。

・親権者欄は、本人が未成年者の場合は必ず自署・押印してください（親権
者が２名の場合は２名とも自署・押印が必要です）。

③ 返還計画書（記入例５（１０頁）参照）
・『奨学金返還のしおり』５～７頁を参考に返還計画を立ててください（不明な

場合はお問い合わせください）。

④ 返還猶予申請書 《返還猶予を希望する場合》
記入例･･･『奨学金返還のしおり』３０頁参照

・添付書類として、学校の在学証明書が必要です。

・返還猶予を希望しない方は令和５年１０月から返還開始となります。

※②･③の書類の右上の日付は令和５年３月３１日としてください。

②～④の様式と詳細な記入例は『奨学金返還のしおり』にあります。

令和５年度からの奨学金の貸与を辞退する方は、在学する学校（奈良県立十津川高校・
智辯学園高校・近畿大学工業高等専門学校を除く県外校の方は和歌山県教育庁生涯学習課）
から冊子『奨学金返還のしおり』を受け取り、冊子の記載事項に従って奨学金の返還に係る
手続きを進めていただくことになります。
その際、下記①～④の書類（④は希望者のみ）を提出してください。

提出書類

令和５年４月２５日（火）

提出期限

在学する学校の奨学金事務担当者
（ただし、県外の学校（奈良県立十津川高校・智辯学園高校・近畿大学工業高等専門学校
を除く）の在校生は、和歌山県教育庁生涯学習課に直接提出してください(郵送可)。)

提出先
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記入例３（辞退届）

４月２5日 貸与辞退に伴う書類の提出期限

９月上旬 返還開始通知
返還猶予決定通知

１０月～ 返還開始（原則、毎月２７日に奨学生本人の登録口座から引落し）

※返還猶予決定を受けた奨学生は、返還猶予期間満了後６ヶ月を経過してから
返還が開始します。

貸与終了から返還まで

返還猶予の対象期間は高等学校等の在学中となります。大学等に進学す
る場合は進学後に返還猶予を申請する必要があります。その他、詳し
くは『奨学金返還のしおり』で確認してください。

奨学生本人が自署してくだ
さい。

連帯保証人は貸与申請時と

同じ人が自署してください。

令和５年４月１日と記入し

てください。
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記入例５（返還計画書）

令和５年３月３１日と記入してください。

記入例４（奨学金借用証書返還誓約

借用した金額を記入してください。
借用金額は訂正できません。
記入を誤った場合は新しい用紙に記入
しなおしてください。

記入漏れに注意してください。

本人と連帯保証人がそれぞれ自署して
ください。

令和５年３月３１日時点で本人が未成年の

場合、親権者を記入してください。

令和５年３月３１日と記入してください。

返還開始月は令和５年１０月となります。

金額、回数については『奨学金返還のしお

り』

５～７頁を参照してください。

不明な場合は奨学班までお問い合わせくだ

こちらは奨学金振込口座以外の口座から

返還口座にしたい場合のみ記入してくださ

い。

この様式に記入する以外に金融機関への手

続きが必要となります。

振込口座以外を返還口座にしたい場合は奨



〒６４０－８５８５
和歌山市小松原通１－１
TEL:（０７３）４４１－３７５８
FAX:（０７３）４４１－３７２４

和歌山県教育庁生涯学習局
生涯学習課 奨学班


